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第3章 情報化の動向

社会経済の発展に伴って、社会のあ らゆ る側面でi青報 化が進 展 してお り、情 報 に対するニーズ

も高度化 ・多様化 している。

本章で は、情報流通(フ ロー)の 動 向、情報 ス トックの動向、情報通信機器ス トックの推移か

ら、我が国の情報化の現状を概観する。

第1節 情報流通の動向

1全 国の 情報流通の動向

流 通す る情報量の把握 による情報化の定量的 な分析 として、郵政省で は 「情報流通センサス」

を昭和49年 度以降毎年 実施 して いる。

「情報流 通センサ ス」では郵便、電話、 テレビジョン放送等、多様 な情報通信メデ ィアを通じ

て流通す る情報量 を共通の尺度を用いて計量 している。 この計量の単位 として、 日本語の1語 に

第1-3-1-1図 情報流通量等の推移
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第1節 情報流通の動向

相当する 「ワー ド」を用 いている。情報流通センサ スで は、原発信1青報量 、発信 情報量、選択 可

能1青報量、消費可能i青報量、消費情報量 とい う情報量の概念を設定 し、これ らについて、 それぞ

れ計量を行っている(各 情報量 の概 念 につ いては、付表1参 照)。

(1)概 要

6年 度 に実施 した5年 度分 の調査結果 に基づ き、昭和58年 度 を基準 として各情 報量 を指 数化 し

た ものが第1-3-1-1図 、調査 結果 の概要 を まとめた ものが第1-3-1-2表 であ る。

第1-3-1-2表 情報流通セ ンサス調査結果の概要(5年 度 分)

(単位:ワ ー ド)

全メディア

[対前年度比%]

(58年度比)

電気通信系

[対前年度比%]

(58年度比)

輸送系

[対前年度上ヒ%]

(58年度比)

空間系

[対前年度上ヒ%]

(58年度比)

原 発 信
情 報 量

7.05×1015

[7.0]

(3.02倍)

4.69x1015

[11.1]

(31.23倍 〉

4.93×10B

[2.4]

(2.62倍)

2.32×1015

[-0.3]

(1.07倍)

発 信 情
報 量

9,93×1015

[4.8コ

(2.33倍)

4.69×1015

[11.1]

(31.23倍)

2.92×1015

[-0.2]

(1.49倍)

2.32×1015

[-0.3]

(1.07倍)

選 択 可
能 情 報
量

3.53×1017

[5.8]

(2,16倍)

3.40×1017

[6.0]

(2.25倍)

2.78×1015

[-0.5]

(1.50倍)

9.80×1015

[-0.2]

(0.98倍)

消 費 可
能 情 報
量

7.37×1016

[3.8]

(1.73イ 音)

6.11×1016

[4.6〕

(1.99倍)

2.78×1015

[-0.5]

(1.50倍)

9.80×1015

卜0.2]

(0,98倍)

消 費 情
報 量

1.92×1016

[3.7]

(1.49倍)

1.19×10】6

[6.5]

(1.89倍)

9.28×1014

[2.5]

(1.94倍)

6.38×1015

[-0.9]

(1,05倍)

情 報 ス
トック量

1.51×1015

[4.9]

(1.59倍)

2.05×1011

[10.8]

(3.94倍)

1.31×10【5

[4.8]

(1,45倍 ・)

5.36×1010

[-0.4]

(1.04倍)

5年 度の各情報流通量 につ いて10年 間の推移 をみ る と、原発信情報量、発信1青報量、選択可能

情報量の伸 びが大 きく、それぞれ昭和58年 度 の3.02倍 、2.33倍 、2.16倍 となった。昭和58年 度か

らの10年 間の年平均 伸 び率 は、原発信情報量が11.9%、 発信1青報量 が8.9%、 選択可能1青報量が8.0

%、 消費可能情報量 が5.6%、 消費情報 量が4.1%で あ り、全 盾報 量 とも、同期間の実質GDPの

伸び(年 平均3.6%)を 上 回って いる。消費情報 量の伸 びに比べ選択可能情報量の伸びが大 きく、

実際の消費を上回って情報の選択が 可能 となっていることがわか る。情報選択係数を用いてこの

動きをみた ものが第1-3-1-3図 で あ る。情報選択係 数 は各年度 の選択可能i青報量/消 費情

報量の値(情 報選択倍 数)を 基準年度(昭 和58年 度)を1.00と して指 数化 した もので、消費 に対

して どの程度の情報が提供 されたかをみる指標である。5年 度 の情報選択係数 は1 .45(情 報選択

倍数は18,4倍)で あ り、昭和58年 度以 降増加 してお り、情報 の多様化が進展 していることが うか

がわれる。
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第1-3-1-3図 情報選択係数の推移

ユ.50

1.40

1.30

1.20

コユ　

指1・10.1[14・7]

委女[14,0]

1・00直

2,7]

O.90

0.80

23
1.1gi5.6]
[15.1]

58596061

[ユ 内は情報選択倍数

62

(昭 和58年 度=100)

lill、]

63 元

1.33

118%][16・8]

2 3

1。45

1.38[丑8鍋[18・4]

[17.5]

4 5

年度

(2)各 情報量のメデ ィア構成

各情報量 のメデ ィア構成比 をみたのが第1-3-1-4図 で あ る。

原発信情報量で は、電気通信系の割合が高 く、全体の66.4%を 占めて い る。 なかで も、高速 ・

大容量のデータ通信回線の普及を反映 し、専用サービス中のデータ伝送の占める割合が高 い(全

体 の62.8%)。

発信情報量で は、原発信情報 量 と同様 に電気通信系の割合が高 く、全体の47.2%を 占めてお り、

次 いで新聞、雑誌 、書籍等輸送系の割合が29.4%と 高 くなってい る。

選択可能i青報量で は、電気通信系 の割合が全体の96.4%と 圧倒的 に高 く、なかで も地上系テレ

ビジョン放送(全 体 の51.4%)、 ケーブル テ レビ(同27.9%)、AMラ ジオ(同8 .1%)等 、放送系

マ スメデ ィアの割 合が高 い。 また、放送系マスメデ ィアのなかで は、近年のケーブルテレビの普

及を反映 し、ケーブルテレビの割合の増加が顕著 となってお り、構成比は、昭和58年 度の8,8%か

ら5年 度 には27.9%に 上昇 してい る。

消費可能i青報量 で は選択 可能 情報量 と同様 に、電気通信系の割合が全体の82.9%と 大部分 を占

め、次 いで、対話や コンサー ト等の空間系の割合が13.3%を 占め る。

消費情報量 で は、電気 通信系の割合が62.0%と 高 く、 なかで も地上系 テ レビジ ョン放送(全 体

の28.0%)、 専用サー ビス中のデータ伝送(同23.1%)の 割 合が高 く、次 いで 空間系の割合が全体

の33.2%と なってい る。
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第1節 情報流通の動向一

第1-3-1-4図 各情 報量の メデ ィア構成
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2地 域の情 報流通の動 向

川 地域別情報流通センサスからみた地域の情報流通の動向

郵政省で は全国を対象 とした 「情報流通センサス」の手法 を用いて、昭和62年 度 か ら都道府県

別の情報流通量 を把握す るため、「地域別情報流通センサス」の計量を行っている。 ここで は6年

度に実施 した5年 度分 の調査結果 に基づ き、都道府県別の情報化の現状を概観す る(31の 計量対

象メデ ィアにつ いては付表2、5年 度 の発信情報量 、選択可能情報量(供 給情報量)、 消費可能i青

報量、消費情報量 にっ いては付表4を 参照)。

ア 発信情報量

5年 度 において、各県 内の情報 発信者か ら県内外 に発信された地域別発信情報量の総計は、5.

D6×1015ワ ー ドで あった。地域別 の シェアをみ ると、東京のシェアが20.0%と 突 出 してお り、2位

の大阪(シ ェア7.3%)の2.7倍 となって いる。以下、神奈川(同5.8%)、 愛知(同5.2%)、 埼 玉

(同4.6%)と 続 いてお り、上位7都 道府県で全体 の半分以上 を占めている(第1-3-1-5図

参照)。 東京 の シェアが突 出 してい るの は、新聞、雑誌、書籍等が多 く出版 されてお り、輸送系メ
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一 第3章 情報化の動向

デ ィアによる情報発信が他の地域 と比べて突出 して大 きい(シ ェ ア28.8%)た めで あ る・

各県の順位、 シェア とも前年度 とほぼ同 じであ り、大 きな変動 はみ られない・

第1-3-1-5図 都道府県別発信情報量
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イ 選 択 可能 情 報 量(供 給情 報 量)

5年 度 にお いて、 各県 内 の情 報 の 受 け手 に対 して県 内外 か ら提 供 され た地 域 別 選 択 可 能 情報量

の 総 計 は、3.44×1017ワ ー ドで あ っ た。地 域 別 の シェ ア をみ る と、東 京 が12.5%と 最 も大 き く、以

下 、神 奈川8.3%、 大 阪7.4%、 埼 玉6.4%、 愛 知5.7%の 順 とな っ て お り、上 位7都 道 府 県で 全体

の 半分 以上 を 占 め て い る。

人 ロー 人 当た りで 各地 域 の選 択 可 能情 報 量(一 人 当た り選 択 可 能1青報 量)を み る と、 山梨(全

県 平均 の1.62倍)、 長 野(同1.52倍)、 東京(同1.48倍)、 神 奈川(同1.42倍)、 千 葉(同1.38倍)

の順 とな っ て お り、上 位5県 の 中で は長野 と東 京 の順 位 が4年 度 と入 れ代 わ っ た(第1-3-1

-6図 参 照)
。 また 、山梨 、長 野 は昭 和58年 度 と比較 した一 人 当 た り選 択 可 能 情 報 量 の伸 び が大 き

い県 で もあ り(山 梨4.02倍 、 長 野3.31倍)、 両 県 の特 徴 と して ケ ー ブ ル テ レ ビの普 及 が進 んで いる

こ とが あ げ られ る。

ウ 消 費 情 報 量

5年 度 に お い て各 県 内で 実 際 に消 費 され た地 域 別 消 費情 報 量 の 総 計 は、1.33×1016ワ ー ドで あっ

た。地 域 別 の シェ ア をみ る と、 東 京10.0%、 大 阪6.9%、 神 奈 川6.4%、 愛 知5.5%、 埼 玉5.2%の

順 で 続 いて お り、 東 京 の シェ アが最 も高 くなっ て い るが、 他 の情 報 量 と比 較 す る とその値 は小 さ

くなっ て い る。

また、 人 ロー 人 当 た りで 各地 域 の 消 費情 報 量(一 人 当た り消 費情 報 量)を み る と、 栃 木(全 県

平 均 のLO6倍)、 東 京(同1.06倍)、 北 海 道(同1,06倍)、 茨城(同1.05倍)、 島根(同1.04倍)の

順 とな って い るが、 地 域 的 な差 異 は ほ とん どみ られ な い。
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第1-3-1-6図 都道府県別一人当たり選択可能情報量
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工 地域における情報流通格差

地域別の発信1青報量 及 び選択可能 情報量 につ いて上位10都 道府県 の シェアの推移 をみ る と、発

信情報量 はわずかずつではあ るがほぼ一貫 して増加 しているが、選択可能晴報量は元年度をピー

クとして、近年低下の傾向にあ ることがわかる(第1-3-!-7図 参照)。

また、一 人当た り発信1青報量 及び一 人 当た り選択可能i青報量 の地域 間格差 を とらえるために、

第1-3-1-7図
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一 第3章 情報化の動向

それぞれの変動係数貯 の推移をみ ると、上位10都 道府 県の シェア と同様、一 人 当た り発信情報量

の変動係数はわずかなが ら増加の傾向にあ る一方、一 人当た り選択可能 情報量の変動係数は元年

度をピー クとして、近年低下の傾向を示 している(第1-3-1-8図 参照)・

以上 の結果か ら、選択 可能 情報量の地域間格差が近年縮小する傾向にある一方・発信 情報量の

第1…1-8図 一人当たり情繊 量璽 醗 螺難 灘
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地域間格差はやや拡大す る傾向にあることが うかがわれる。 これは、選択可能1青報 量の メデ ィア

構成 の うち、大 きな割合を占める地上系テレビジョン放送やFMラ ジオ等 放送系マ スメデ ィアが

地方で 開局 し、 これ らのメデ ィアによる総放送時間の地域間格差が縮小す る一方、発信情報量の

メディア構成の うち割合の大 きい輸送系メディア(新 聞、雑誌、書籍等)や 電気通信系 メデ ィア

の うちケーブル テレビの普及等に地域的な差があ るため と考 えられ る。

(2)ト ラ ピックか らみ た地域の情報流 通の動向

ここでは、「トラヒックか らみた電話の利用状況(平 成5年 度)」(6年9月 郵政省 発表)に 基づい

て、国内加入電話及 び携帯・自動車電話 それぞれについて地域の情報流通動向について記述する。

ア 加入電話

(ア)MA内 通話終始 率

各MA〔li2)か ら発信 され る総通話回数の うち、同一MA内 に向 け られ る通話 回数の比率 は全国平

均で64.6%で あ る。また、隣接MAに 向 け られ る通 話回数の比率 は14.5%で あ り、全体 の約8害ll

(79。!%)の 通話が隣接MAま で の範 囲で行 われ る近距離通話であ る。3年 間 の推移 をみ ると、

(注1)変 動 系数は各吊の標準偏差 を平均f直で割った もので、データの散 らば り具合を数値化す るための指標であ る。この値が大きいほ

ど地域間の格差が大 きいこ とを表 している。

(注2)MA弾 位 料金区域)と は 「その地域の社会的経済ri勺、1κ条件、地勢及びll政 区画 を考慮 して通話の交流 ヒおおむね一体 と認めら

れる密接 な関係にあ る地域か らな るもの」(NTT電 話サービス契約約款)で あ り、全国に567あ る。同一一MA内 の通話 は、距離に

関わ らす、3分10円 の最低 通話料金が適用される。
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第1節 情報流通の動向 一圏一

第1-3-1-9図 同一MA内 に終始 する通話の 比率(全 国平均)
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llll--MA内 にlllJけられ る通 話 回 数 の比 率 は漸 減 傾illjにあ り、 隣接MAに 向 け じ,れる通 話 の 比 率 は

漸増 傾 向 にあ るこ とが わか る(第1-319図 参照)。

また、 地域 ブ ロ ッ ク別 に同一MA内 に終 始 す る通 話 の比 率 をみ る と、 関 東、 東海 、近 畿 で は低

くな る一 方、 北 海道 、 沖 縄 で は 高 くな っ て お り、特 に沖 縄 で は90%近 くに達 して い る(第1-3

-1-10図 参照)
。関 東、 東海 、近 畿 で の 同 比 率 が低 い の は、 これ らの地域 で は 東京特 別区 、 名 占

屋 市、 大阪rhか ら受 け る影響 が強 く、 これ じ,大都 市MAと の通 話 交流 が 頻 繁 に 行 われ て い るた め

第1-3-1-10図 同一MA内 に終始 する通話の 上曄(地 域ブ ロック別平均)

(通話 回数)
095209640%60%80%10096

北海道

東北

関東

信越

北陸 ロMA内

ロ隣接東海

ロその他
近畿

中国

四国

九州

沖縄

郵政省資 料 によ り作成

地域 別の隣接 通話 の中 には、集計上、隣接MAと の通話 のほか、料 金が隣接 扱 い とされて い

る離 島 に係 る通話 が含 まれ ている。
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一 第3草 情報化の動向

とぢ え られ る。 一 ノ∫、 北 海 道 、 沖 縄 で の 同比 率 が 高 いの は、 強 い影 響 を受 け る大都 市が近 隣 にな

く、 通 話 交流 が 同 一MA内 に限 られ る傾 向 が あ る た め と考 え られ る。

(イ)都 道 府 県 内 通 話 終始 率

同 一 都 道 府 県 内 に終 始 す る通 話 の比 率 を み る と、全 国 平均 で81.0%と な っ て い る。これ を都道府

県 別 に み る と、北 海 道 、 沖 縄 で95%超 と高 くな る一 方 、埼 玉(69.4%)、 奈 良(71.5%)、 千葉

(73.1%)を は じめ、 首都 圏 、近畿 圏 で 低 くな っ て い る(第1-3-1-11図 参照)。 首 都 圏、近

第1-3-1-11図 同一都道府県内に終始する通話比率(加 入電話)
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第1節 情報流通の動向一

畿圏で同比率が低 いのは、 これ らの地域では東京 と大阪の影響が強 く、県間通話が頻繁に行われ

ているため と考 えられる。

(ウ)地 域間 トラ ピック交流脚 兄

一定割合以上 の トラヒックがあ る都道府県相互間を線で結び、各県を結ぶ線の太 さで関係の強

さを表 した ものが第1-3-1-12図 で あ る。

第1-3-1-12図 都道府県間 トラピック交流状況
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主〕工高さは、当該都道府県が電話の発信または着信のいずれかで2%以 上のシェアを占める都道府県の数。

主/2破 線は矢印方向でいき値を越える場合(矢印の始点の都道府県が、矢印の終点の都道府県の発信または着信のいずれかで2%以 上のシェアを占める場合!、

実線は双方向でいき値を越える場合(双方の都道府県ともに、相手側都道府県の発信または着信のいずれかで2%以 上のシェアを占める場合)。

《一一一方のみのシェアが2%以 上の場合。 一 双方のシェアが2%以 上5%未 満の場合,一 双方のシェアが2%以 上で、少なくとも一方のシェアが5%以 上の場合:

東 日本は東京、西 日本は大阪、九州 は福岡を中心に通話圏が形成されてお り、北海道 と沖縄は

それぞれ通話圏 として独立 していることがわかる。

また、東京、大阪を中心 とす る枠のなかで も、広島、愛知、宮城 はそれぞれ中国、東海、東北

の各県に影響 を及ぼ してお り、 これらの県 を中核 とす る地域 ご との通話圏が形成 されている。 ま

た、関東 における神奈川や埼玉、近畿 における京都が近隣県に影響 を及ぼ してお り、 これ らの県

が東京、大阪に準 じる都市機能を有 している。
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一 第3草 情報化の動向

さらに、国内加入電話の トラヒック交流状況 を地域ブ ロック単位でみ ると、圧倒的に地域ブロ

ック内での通話の比率が高いが、各ブロック とも他の地域ブ ロックの中では、関東 または近畿が

上位 にきている(第1-3-1-13図 参照)。 ここか らも情 報交流 にお け る東京、大阪の影響力の

大 きさが うかがわれる(資 料1-4参 照)。

第1-3-1-13図 地域ブ ロック別 トラ ピック交流状況
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(注)1他 の 地域 ブ ロックへの 発信比 率 を もとにグ ラフ化

2数 字 は各地域 ブ ロ ックへ の発信比率

3各()内 の 数字 は各地域 ブ ロ ック内 に終始 す る通話 の比 率
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同一 都 道 府 県 内 に終 始 す る通 話 の比 率 み る と、 全 国 平均 で78.8%と なっ て お り、 加 入 電話(81,

0%)よ り低 くな っ て い る。 これ を都 道 府 県別 にみ る と、 北 海 道(96.0%)、 沖 縄(92.5%)、 広島

(89.4%)で 高 くな る一 方 、滋 賀(62.3%)、 埼 玉(63.2%)、 佐 賀(64.0%)を は じめ、60%台

の 県 もみ られ る(第1-3-1-!4図 参 照)。

3我 が 国 と諸外国 との情報交流の 動向

社会経済の国際化の進展に伴 い、我が国 と諸外国 との情報交流 も盛んに行われ るようになって

いる。 郵政省では、 精 報流通センサ ス」の計量手法 を基 に!2の メデ ィア(付 表3参 照)に ついて、

我 が国 と対象国20か 国 との情報受 発信量の試算 を行 った。

ここでは同試算結果か ら我が国 と諸外国間の情報交流の現状 を概観す る。
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第1節 情 報流通の動向 圏圓国

第1-3-1-14図
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(1)概 要

5年 度 において、我が国か ら対象 国 に対 して発信 した情報量(以 下、国際発信 情報量 とい う)

は8.33×1012ワ ー ド、我 が国が対象国か ら受信 した情報量(以 下、国際受信1青報量 とい う)は8・30

×1012ワ_ド で あ った.情 報 交流 の相 手国別で は、米 国が国際発信情報量 全体の57.6%、 国際受信
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一 第3章 情報化の動向

第1-3-1-15図 相手国別国際受発信情報量
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情報量全体の54.9%の シェ アを占めてい る。 また、英国、 シンガポール、韓国が いずれの情報量

において も上位5位 以 内に きてい る(第1-3-1-15図 参照)。

(2)我 が 国の国際情報 受発信量のバ ランス

国際発信1青報 量か ら国際受信i青報量 を引 いた差 は2.55×1010ワ ー ドで あ り、全体 としては、我が

国が 「情報発信国」であるといえる。

これを相手国別 にみるために、相手国別の国際情報発信超過率 〔(国際発信情報量 一国際受伺 青

報量)/国 際発信 晴報量〕 と相 手国別 の国際発信情報量の関係 を図示 した ものが第1-3-!-

16図 で あ る。縦軸 の国際i青報 発信超 過率 はプ ラスで あればわが国の情報発信超過、マイナスであ

ればわが国の情報受信超過を示 している。

国際発信情報量が比較的多い国(こ こで は1.00×1011ワ ー ド以上 の国 とした)の 中で、韓 国、中

国、 タ イのアジア諸国及びオース トラリア等 にっいては我が国の情報発信超過であ り、英国、シ
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第1節 情報流通の動向一

第1-3-1-16図 我が国の国際情報受発信量のバランス
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ンガポール、 ドイツ等 については我が国の情報受信超過 となっている。

今回の試算では統計データの制約が多 く、各情報量のメデ ィア別構成 をみると雑誌及び書籍(輸

出入量等か ら推計)の 割合 が国際発信情報量で59.2%、 国際受信情報量で56.9%と 大 き く、両 メ

ディアによ り国際 情報受発信量のバ ランスが決定される結果 となっている。
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一 第3章 情報化の動向

第2節 情報ス トックの動向

前節 において、5年 度の 「情報流通量」、「我 が国 と諸外国 との情報受発信量」 という情報のフ

ロー面か ら情報化の動向をとらえた。情報化の動向を とらえるもう一つの方法 として、情報の蓄

積量(以 下、情報 ス トック量 とい う)か らの アプ ローチが考 え られ る。情報のス トック として、

テレビジョン放送の録画や ラジオ放送の録音、家庭や図書館の蔵書、ビデオソフ ト、オーディォ

ソフ トの保有、事業所における文書の保存、 レンタルビデオ等、情報の保存 ・再利用を目的に!

年以上保存 されてい る情報量 を考 える。

ここでは主に既存の統計データを基 に、我が国及び主要諸外国(対 象20か 国)に つ いて行った

情報 ス トックの計量結果について概観す る。

1我 が 国 の情 報 ス トックの 動 向

(1)全 国 の情 報 ス トック

上 述 の よ うな様 々 な形 態 で 蓄積 され て い る情 報 ス トック量(対 象 メデ ィア数34)は
、5年 度に

お いて1 .51×1015ワ ー ドで あ り、昭 和58年 度 と比較 して1 ,59倍 となっ て い る。個 別 の メデ ィア構成

を み る と、家 庭 の蔵 書 を 中心 とす る書 籍 が73 。6%と 大 部 分 を 占 め て お り、 以 下 、 デ ー タベ ー ス

第1-3-2-1図 情報ス トック量の メデ ィア構成
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第2節 情報 ス トックの動向 ■■■

(5.66%)、 地 上 系 テ レ ビ ジ ョン放 送(5.58%)、 事 業 所 等 で 保 管 さ れ る手 書 き文書(5.41%)と 続

いて い る(第1-3-2-1図 参 照)。

5年 度 の情 報 ス トック量 と昭和58年 度 か らの増 加率(倍 数)を 各 メデ ィ ア につ いて図 示 した も

のが第1-3-2-2図 で あ る。情 報 ス トック量 が 多 い10メ デ ィアの うちで 増 加率 が高 い もの と

第1-3-2-2図 メディア別の情報ス トック量及び伸び率
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して、 ケー ブル テ レ ビ(36.4倍)、 ビデ オ ソ フ ト(24.0倍)、 地 上 系 テ レ ビ ジ ョン(16.8倍)が あ げ

られ る。

また、 電気 通 信 系 映 像 メデ ィ ア と輸 送 系 映 像 メ デ ィア につ い て、情 報 ス トック量 全体 に 占め る

割合 の推 移 をみ る と、 いず れ も上 昇 傾 向 に あ る こ とが わか る(第1-3-2-3図 参照)。 これ は

家庭 にお け る ビデ オ テー プ レコーダ の普 及 と関係 が深 い と考 え られ る。

(2)地 域 の 情 報 ス トック

5年 度 の地 域 別 情 報 ス トック量 の総 計(対 象 メデ ィア数19)は 、1.33×1015ワ ー ドで あ った。 情

報 ス トック量 の地 域 別 シェ ア をみ る と、東 京15.9%、 神奈 川g.6%、 大 阪7.1%、 千 葉6.6%、 埼 玉

5.8%の 順 となっ て い る。

また、 人 ロー 人 当 た りで 各地 域 の情 報 ス トック量(一 人 当た り情 報 ス トッ ク量)を み る と、 東

京1.79×107ワ ー ド(全 県 平均 の1.95倍)、 神 奈 川1.55×107ワ ー ド(同1,70倍)、 山形1.54×107ワ
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一 第3章 情報化の動向

第1-3-2-3図 情報ス トック量に占める映像系メディアのシェア推移
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(注)電 気通信系映像 メデ ィア:地 上 系 テレビジ ョン放送 、 ケー ブルテ レビ、衛星 テ レビジ ョン放送

輸送 系映 像 メデ ィア:ビ デ オ ソフ ト、 レンタル ビデオ

ー ド(同1 .70倍)、 千 葉1.53×107ワ ー ド(同1.70倍)、 岐 阜1.27×107ワ ー ド(同1.39倍)の 順 とな

る(第1-3-2-4図 参 照)。

また 、一 人 当た り情 報 ス トック量 の 地域 間格 差 を とらえ るた め に変動 係 数 をみ る と、 昭和58年

以 降 、 ほぼ一 貫 して低 下 傾 向 に あ るが、 その水 準 は一 人 当 た りの各 情 報 流 通 量 よ り も高 い こ とが

わか る(第1-3-2-5図 参 照)。 この こ とか ら、 情 報 ス トック量 の地 域 間格 差 は縮 小 傾 向 にあ

る もの の、 情 報流 通 量 に比 べ 大 きい とい え る。

第1-3-2-4図 都道府県別一人当たり情報ス トック量

r10!ワ ー ド1

1.80

1.60

1.40

1.20

1,00

0.80

0.60

0,40

0.20

0.00

一

一 一

一

[
全

県一_一一 一
__平

一_均
一 一 一

.■

ゑ. 1 1 =■ 「 」 ' f 「 「 f fず

一
一 一

「
陶 一 一 一

1 止.

一
一 一 一 一

一

」

一

0,915

一 一 一

一

一」

塵 神 山千 岐 兵栃 奈 石 静 長 北 大愛 青 埼 山 大 三 鳥 香 徳 島 熊 鹿 群 岡 富 岩宮 京 高 茨 広 愛 宮 山 佐 沖 滋 福 和 新 長 福 福 秋

略 形 葉 阜庫 木 良 川 嗣 嚢 阪 媛 森 玉 口 分重 取 川 島 根 本 鴛 馴 山 手 城 都 知 城 曲 崎 梨 ・ ・ 賀 島整 瀦 岡井 田

一120
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第1-3-2-5図 一人当たり情報ス トック量等の変動係数の推移
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2諸 外 国 の 情 報 ス トッ ク の 動 向

我 が 国 及 び調 査 対 象 国20か 国 に つ い て 、10の メ デ ィ ア(付 表3参 照)を 対 象 に 各 国 別 の 情 報 ス

トック量 を計 量 す る と、 中 国5.20×1015ワ ー ド、 ロ シ ア1.17×10'5ワ ー ド、 日本8.41×1014ワ ー ド、

英 国7.56×1014ワ ー ド、 米 国7.52×10'4ワ ー ドの 順 とな っ て い る。

これ を各 国 の 人 ロー 人 当 た りで み る と、 英 国1.31×107ワ ー ド、 ス ウ ェ ー デ ン1.22×107ワ ー ド、

ロシ ア7 .94×106ワ ー ド、日本6.74×106ワ ー ド、オ ー ス トラ リア5.83×106ワ ー ドの 順 で あ り、英 国 、

ス ウ ェ ー デ ン の 情 報 ス トッ ク量 は、 そ れ ぞ れ 我 が 国 の2.0倍 、1.8倍 と大 き くな っ て い る(第1-

3-2-6図 参 照)。

第1-3-2-6図 国別一 人当た り情報ス トック量
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第3章 情報化の動向

第3節 情報通信機器ス トックの動向

情報化の進展の動向を情報通信機器の蓄積(ス トック)と い う側面 か ら捉 え・我 が国の情報通

信機器ス トックの保有状況を明 らかす る。 さらに、米国 との比較 によ り我が国の情報通信機器ス

トックの保有状況が、 いかなる水準にあ るか概観 す る。

1我 が国の情報通信機器 ス トックの動向GD

ここで は、 昭和60年 以降 の家計 部門 にお け る耐 久消費財 ス トック、 企業部門の資本ス トック、

公共部門の資本 ス トック及び各部門における情報通信機器 ス トックの推移を概観 し、情報通信機

器ス トックの保有状況 を明 らかにす る。

(1)我 が 国の総 ス トック

ここで は、家計部門の耐久消費財ス トック(付 注12参 照)、 企 業部門 の資本 ス トック(付 注13参

第1-3-3-1図 我が国の総 ス トックの推移
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3

「日本の社会資 本」(経 済企 画庁)、 「民 間企業資 本 ス トック年報 」(経 済企画 庁)

「国民経済計 算年報 」(経 済 企画庁)等 によ り作成

(注)我 が国の耐久消費財 ストック(家 計)、 資本ス トック(企 業、公共) 、情報通信機器 ストック(家 青L企 業、公共)は 、昭和60年 基

準価格でのス トック額である。
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第3節 情報通信機器ス トックの動向一

照)、 公共 部 門 の資 本 ス トック(付 注14参 照)を 合 計 した もの を 「総 ス トッ ク」 と呼 び、 その推 移

等を概 観 す る。

3年 にお け る我 が 国 の総 ス トック は、1,394兆6,300億 円で あ った。 これ を部 門別 に み る と、家

計部 門 の耐 久消 費 財 ス トッ クは93兆1,300億Pl、 企業 部 門 の資 本 ス トッ クは773兆1,800億 円 、公 共

部門 の資本 ス トッ クは528兆3,200億 円で あ った。

これ を昭 和60年 と比較 す る と、総 ス トッ クで は41.2%、 家計 部 門 で は71.4%、 企 業 部 門で は53.6

%、 公共 部 門で は22.9%そ れ ぞ れ増 加 した(第1-3-3-1図 参 照)。

(2)我 が 国 の情 報通 信 機 器 ス トック

家計 、企 業 、 公 共 の 各部 門 にお いて 、 各主 体 が保 有 す る情 報 通 信 の 用 に供 さ れ る財(情 報 通 信

機器)の ス トッ クを 「情 報 通信 機 器 ス トック 」 と呼 び、 その推 移等 を概 観 す る。

3年 にお け る我 が 国 の3部 門(家 計/企 業/公 共)の 情 報 通 信 機 器 ス トック(付 注15参 照)の

合計 は70兆7,291億 円で あ った。 これ を部 門 別 にみ る と、家計 部 門 は10兆3,215億 円、企 業 部 門 は

56兆2,020億 円、 公共 部 門 は4兆2,056億 円で あ った。

これ を昭 和60年 と比較 す る と、3部 門(家 計/企 業/公 共)全 体 で は91.0%増 加 し、総 ス トッ

クの伸 び(41.2%)を 大 き く上 回 っ て い る。 また、 家 計 部 門で は103.5%、 企 業 部 門 で は91.7%、

公共 部門 で は58.6%そ れ ぞ れ増 加 し、家計 で の伸 び が特 に顕著 で あ り、 公共 部 門 で の伸 び は小 さ

い(第1-3-3-2図 参 照)。

第1-3-3-2図 我が国の情報通信機器ス トックの推移
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郵 政 省 資 料 、 「延 長 産 業 連 関 表 」(通 商 産 業 省)等 に よ り作 成
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第3章 情報化の動向

一方
、我が国の情報通信機器ス トックの保有状況を総ス トックに対す る比率 とその増減で見る

と、3年 にお いては、5.1%(昭 和60年 と比べ て1.3ポ イン ト増)で あ った・ これ を部 門別 の耐久

消費財 ス トックまたは資本 ス トックに対す る比率 とその増減でみる と、家計部門では11・1%(同

1.3ポ イン ト増)、 企業部門で は7.3%(同1,5ポ イン ト増)、 公共部門で は0.8%(同0.2ポ イン ト増)

となって いる(第1-3-3-3図 参照)。 公共部門の資本 ス トック に対 する比率が、 家計部門、

企業部門 に比べて著 しく低 いのは、公共部門の資本ス トックには、政府等の保有する一般資産だ

けで な く、道路、空港、港湾等の公共資産が含 まれるためである。

第1-3-3-3図 我が国のス トックに対する情報通信機器ス トック比率の推移
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郵政省資料、「日本の社会資本」(経済企画庁)、 「民間企業資本 ストック年報」(経 済企画庁)

「国民経済計算年報」(経 済企画庁〉、「延長産業連関表」(通 商産業省)等 によ り作成

2米 国 の 情報 通 信 機 器 ス トッ ク の 動 向

こ こで は 、 米 国 に つ い て 我 が 国 と同 様 の 手 法 を 用 い 、 その 動 向 を概 観 す る。

(1)米 国 の 総 ス トッ ク(注)

3年 に お け る米 国 の 総 ス トッ ク は 、14兆1,575億 ドル(4,533兆1千 億 円(付 注16参 照))で あっ

た 。 こ れ を 部 門 別 に み る と、 家 計 部 門 の 耐 久 消 費 財 ス トッ ク(付 注17参 照)は2兆9,198億 ドノレ

(1,164兆5千 億 円)、 企 業 部 門 の 資 本 ス トッ ク(付 注18参 照)は7兆3,885億 ドル(2,366兆6千 億

円)、 公 共 部 門 の 資 本 ス トッ ク(付 注19参 照)は3兆8,492億 ドル(1,002兆 円)で あ っ た 。

(注)米 国の耐久消費財ス トック(家 計)・ 資本 ス トック(企 業、公共〉、情幸1樋信機器 ス トック(家 計、企業/公 共〉は、1987年 基 瑚西

格での ストック額である。
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第3節 情報通信機器ス トックの動向一

これ を昭 和60年 と比較 す る と、総 ス トッ クで は20.2%、 家 計 部 門で は35.1%、 企 業 部 門 で は17.2

%、 公 共 部 門 で は14.6%そ れ ぞ れ増 加 した(第1-3-3-4図 参照)。

第1-3-3-4図 米国の総ス トックの推移
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② 米 国の 情 報 通信 機 器 ス トック

3年 にお け る米 国 の3部 門(家 計/企 業/公 共)の 情 報 通信 機 器 ス トッ クの 合計 は7,666億 ドル

(158兆3,319億 円)で あ った。これ を部 門 別 にみ る と、家計 部 門(付 注20参 照)は1,748億 ドル(36兆

8,171億 円)、 企 業 及 び公 共 部 門 の合計(付 注21参 照)は5,918億 ドル(124兆6,658億 円)で あ っ た。

これ を昭 和60年 と比 較 す る と、3部 門(家 計/企 業/公 共)全 体 で は103.8%増 加 し、総 ス トック

の伸 び(20.2%)を 大 き く上 回 っ て い る。また、家計 部 門で は118.5%、 企業 及 び公共 部 門で は99.8%

それぞ れ増 加 して お り、家計 に比 べ企 業 及 び公 共 部 門 の伸 びが低 い(第1-3-3-5図 参照)。

一 方
、米 国 の情 報 通信 機 器 ス トッ クの保 有状 況 を総 ス トック に対 す る比 率 とその増減 で 見 る と、

3年 にお い て は、4.5%(昭 和60年 と比 べ て1.8ポ イ ン ト増)で あ っ た。 これ を部 門 別 の耐 久消 費

財 ス トック また は資 本 ス トック に対 す る比 率 とその増 減 で み る と、家計 部 門で は4.4%(同1.7ポ イ

ン ト増)、企 業 及 び公 共 部 門 で は4.5%(同1.9ポ イ ン ト増)と な っ て い る(第1-3-3-6図 参 照)。
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第1-3-3-5図 米国の情報通信機器ス トックの推移
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U,S.BureauofEconomicAnalysis,「SurveyofCurrentBusiness,January-1992 ,August-1994」 、

ElectronicIndustriesAssociation,「ElectronicMarketDataBook」 等 に よ り作 成
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第3節 情報通信機器 ストックの動向 一

3日 米 間の情報通信機器 ス トックの比較

日米間の比較 にあたっては、人口でおよそ2倍 の違 いがあ り、経済規模 も異 なることか ら、一

人あた りの情報通信機器 ス トックの装備 とい う視点によって比較 を行った。

(1)家 計部門におけ る情報通信機器 ス トックの比較

3年 の家計部 門 にお け る情報通信機 器ス トックを、日米の国民一 人あた りのス トックに換算 し

て比較すると、我が国では8.3万 円であ るの に対 して、米 国で は14.6万 円であ った。 また、昭和60

年 と3年 を比較 す る と、我 が国で は98.6%の 増 加に対 して、米 国で は105.6%の 増 加で あった。

家計部門 にお ける情報通信機器 ストックは、日米で2倍 近 くの格差 があ る(第1-3-3-7

図参照)。

第1-3-3-7図 日米の情報通信機器ス トックの比較(家 計)
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郵 政省 資料、 「日本の 社会資 本」(経 済 企画庁)、 「民 間企業資 本 ス トッ ク年報」(経 済 企画11う

「国民経済 計算年報 」(経 済 企画庁)、 「延 長産業連関 表」(通 商産 業省)、

ElectronicIndustriesAssociation,「ElectronicMarketDataBook」 等 によ1)作 成
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(2)企 業/公 共部 門における情報通信機器 ス トックの比較

3年 の企業 及び公共部門 にお ける情報通信機器 ス トックを、日米の就業者一人あた りのストッ

クに換算 して比較すると、我が国では93,6万 円で あ るの に対 して、米 国で は105.3万 円であった。

また、昭和60年 と3年 を比較 す る と、我が国で は71.3%の 増 加 に対 して、米 国で は83.6%の 増加

で あった.

企業 及び公共部門 にお ける情報 通信機器 ス トックについては、 日米 間での格差は小さいが、増

加率で は米国が我が国を上 回ってお り、 その差 は拡大す る傾向 にあ る(第1-3-3-8図 参

照)。

第1-3-3-8図 日米の情報通信機器ス トックの比較(企 業/公 共)
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郵 政 省 資 料 、 「日 本 の 社 会 資 本 」(経 済 企 画 庁)、 「民 間 企 業 資 本 ス ト ッ ク 年 報 」(経 済 企 画 庁)

「国 民 経 済 計 算 年 報 」(経 済 企 画 庁)、 「延 長 産 業 連 関 表 」(通 商 産 業 省)、

US.BureauofEconomicAnalysis,「SurveyofCurrentBusiness ,January-1992,August-1994」 、

ElectronicIndustriesAssociation,「ElectronicMarketDataBook」 等 に よ り作 成
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